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　再生可能エネルギーの導入については、平成 24 年７月の固定価格買取制度（いわゆる FIT 制

度）開始以降、全国的に太陽光発電を中心に導入が大きく進んでいます。高知県では、平成 23 年

３月に策定した「高知県新エネルギービジョン（令和３年３月改定）」において、太陽光発電を本

県の優位な新エネルギーとして位置付けており、固定価格買取制度開始以降、太陽光発電の導入

が進んできました。 

　こうした中、当時は太陽光発電施設の設置・運営そのものに関する法令等がなかったことなど

から、全国で地域住民等と太陽光発電事業者等との間でトラブルが発生し、本県においても問題

となるケースが生じました。 

 

　このことを受け、国においては、現在まで FIT・FIP 制度に係る関係法令の一部改正などによる

固定価格買取制度の見直しとあわせて、以下のような、安全面、防災面、景観や環境への影響、

将来の廃棄に対する地域の懸念に対応した様々な取組がなされています。 

 

○事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）（平成 29 年 3 月　資源エネルギー庁）の整備 

構造物、電気設備、保守点検、立地に当たって発電事業者が遵守すべきこと等を定めた「事

業計画策定ガイドライン（太陽光発電）」（平成 29年 3 月　資源エネルギー庁。以下、「国にお

ける事業計画策定ガイドライン」という。）を新たに整備 

 

○FIT・FIP 制度認定事業者への廃棄費用積立制度の適用開始 

太陽光発電設備が適切に廃棄されない懸念に対応するため、発電事業者に対し、廃棄のため

の費用に関する外部積立て義務が課された。（廃棄等費用の確実な積立てを担保するために、

10kW 以上のすべての太陽光発電の FIT・FIP 認定事業を対象とし、認定事業者に対して、原則と

して、源泉徴収的な外部積立てを求める制度。） 

 

　○地域住民への説明会等の FIT・FIP 認定要件化 

事業者が、周辺地域の住民への適切な情報提供を行い、再エネ発電事業の実施により生じ得

る地域の懸念に対応し、地域と共生した再生可能エネルギーの導入を図るため、FIT・FIP 制度

新規認定・認定計画の変更にあたって説明会等の実施が要件化された 

 

　本ガイドラインは、こうしたことを踏まえ、太陽光発電事業者が高知県において事業を実施す

るにあたり、事前に災害発生のリスクや地域住民への影響等を適切に把握し、対策を講じること

などにより、太陽光発電事業が地域と調和した事業となることを目的として策定したものです。 

本ガイドラインでは、太陽光発電施設の設置・運営に関し、法令上の規制がない場合でも、遵

守いただきたい事項を例示するなど、事業者の自主的な取組を求めています。 

 

このほか、県内市町村では、条例、規則その他要綱等により独自に太陽光発電施設の設置につ

いて手続き等を定めている場合があります。本ガイドラインは、市町村の取組を妨げるものでは

ありませんので、その場合には該当する市町村に相談のうえ、手続きをお願いします。 

第１　ガイドライン策定の目的
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本ガイドラインの対象施設は、高知県内において設置する「再生可能エネルギー電気の利用の

促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）（以下、「再エネ特措法」という。）におけ

る FIT・FIP 制度の認定を受け、全量売電を主たる目的とする出力 50kW 以上の事業用太陽光発電

施設（建築物へ設置するものを除く）」です。対象施設を設置・運営する、又は設置・運営しよう

とする事業者（以下、「事業者」という。）は、本ガイドラインに基づき太陽光発電施設の適切な

設置・運営をお願いします。 

ただし、上記以外のガイドラインの対象とならない事業者についても、例えば太陽光発電施設

を設置・運営する、又はしようとする際に、地域から説明会の開催を求められた場合などには、

本ガイドラインを参考に事業を実施することが望ましいため、本ガイドラインを遵守した対応を

お願いします。 

 

また、開発区域の面積が 10 ヘクタール以上の開発行為をしようとするときは、個別法に基づく

許認可等申請手続きに先立ち、高知県土地基本条例の規定に基づく手続きが必要となります。本

ガイドラインで求める取組の中で、例えば、地域への事業内容の事前説明など当該条例に規定す

る手続きと同様の取組については、当該条例に基づき行っていただくことになります。 

 

なお、本ガイドラインでは、地域との合意を得た上で事業を進めていただくことを求めていま

すので、説明会等は一度に限らず、合意形成のために回数を重ねる、わかりやすい資料を用いて

説明を行うなどの対応をお願いします。 

 

　　＊太陽光発電施設とは 

　　　　太陽光を電気に変換するための設備（太陽光パネル等）及びその付属設備（変圧器、蓄

電設備、送電線等） 

 

　　＊出力とは 

　　　　出力については、太陽光パネルの合計出力とパワーコンディショナーの出力のいずれか

小さい方の値（※FIT・FIP 制度における事業計画認定時の「太陽光発電設備の発電出力

の考え方」に基づく） 

 

 

第２　ガイドラインの対象
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本ガイドラインでは、法令等に基づく太陽光発電事業化の際に必要となる手続きに加えて、太

陽光発電施設を適切に設置・運営していただくため、事業者に追加してお願いする手続きを定め

ています。 

事業者は各手続きにおける事項を遵守してください。各手続きの詳細は、本ガイドラインの該

当ページを参照してください。 

第３　事業者の遵守事項等

※工事の着手とは、太陽光発電施設の設置のみならず、

立地に向けた森林伐採、土地造成などを含みます。

※上記のフローは、令和６年４月１日施行の改正後の再エネ特措法に対応するものとなっていますが、

改正前の法律により令和６年４月１日より前に設備認定を得た事業者においても、②～⑤の手続きを

行ってください。
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①慎重な用地選定 

  高知県は、急峻な地形が多く、過去には台風、豪雨等による土砂災害が発生しています。 

また、海、山、川の豊かな自然が身近にあり、こうした自然などを農林水産業や観光関連産

業の取組に活かしています。 

　　このため、本ガイドラインでは、土砂災害や水害の発生の恐れのある地域や希少野生動植物

の生息地など、地域の生活環境、自然環境等に大きな影響を及ぼす可能性がある次表に掲げる

エリアを太陽光発電施設の「設置を避けるべきエリア」とします。 

　　太陽光発電施設を設置する用地の選定にあたっては、こうしたことなどを十分考慮し、慎重

に検討してください。 

 

 区
分

設置を避けるべきエリア
理　　由

 関係法令等 名　称　等

 　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

生　

活　

環　

境　

等 

砂防法 
 
 
 

①砂防指定地 ①～⑥のエリアは、急傾斜地の崩壊、土石流等による土

砂災害や山腹崩壊等による山地災害を未然に防止するこ

と等を目的として、工作物の設置や土地の形を変える等

の行為の制限やその危険性の調査が行われており、これ

らのエリア以外と比べて災害発生により周辺住民の生

命・財産等を脅かすリスクが高く、太陽光発電施設の設置

を避けるべきエリアです。 
 
①砂防指定地 
　河川の浸食や山腹崩壊等による土砂等の流出や堆積 
等が顕著であり、土石流による土砂災害を未然に防止す

るために、工作物の設置や土地の形を変える等の行為が

制限される土地の区域です。 
 
②地すべり防止区域 

地下水等に起因して発生する地すべりによる土砂災

害を未然に防止するために、工作物の設置や土地の形を

変える等の行為が制限される区域です。 
 
③急傾斜地崩壊危険区域 

崩壊により相当数の居住者等に危害が生ずるおそれ

がある急傾斜地及びその隣接地のうち、当該急傾斜地の

崩壊が助長され、又は誘発されるおそれがないよう、工

作物の設置や土地の形を変える等の行為が制限される

土地の区域です。 
 
④土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域 
　1) 土砂災害警戒区域 

急傾斜地の崩壊、土石流等土砂災害により、住民等

の生命又は身体に危害が生ずるおそれがある土地の

区域です。 
2) 土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊、土石流

等土砂災害により、建築物に損壊が生じ住民等の生命

又は身体に著しい危害が生ずるおそれがある区域で、

一定の開発行為の制限等がされる土地の区域です。 
 

⑤土砂災害危険箇所（土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危

険箇所、地すべり危険箇所） 
土砂災害対策のための調査が行われ、地形や地質など

から土石流、がけ崩れ及び地すべりによる土砂災害の危

 地すべり等防止

法 
 
 

②地すべり防止区域

 急傾斜地の崩壊

による災害の防

止に関する法律 
 
 
 

③急傾斜地崩壊危険区域

 土砂災害警戒区

域等における土

砂災害防止対策

の推進に関する

法律 
(土砂災害防止法) 
 

④土砂災害警戒区域、土砂

災害特別警戒区域 
 
 
 

 ⑤土砂災害危険箇所（土石

流危険渓流、急傾斜地崩壊

危険箇所、地すべり危険箇

所） 
 
 

 山地災害危険地

区調査要領 
⑥山地災害危険地区（山腹

崩壊危険地区、地すべり危

険地区、崩壊土砂流出危険

地区） 
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  険性があると判定された土地の区域です。　　　 
なお、高知県では土砂災害防止法に基づく基礎調査を

実施中であり、未調査および調査中の危険箇所は、今後、

土砂災害警戒区域等に指定される可能性が高いエリア

です。 
 
⑥山地災害危険地区（山腹崩壊危険地区、地すべり危険

地区、崩壊土砂流出危険地区） 
山腹崩壊、地すべり、土砂流出等による災害の未然防

止のために調査が行われ、地質や地形などから一定の基

準以上の危険度があると判定された地区です。 

 河川法 ①河川区域 
②河川保全区域 
③河川予定地

河川法に基づく①～③の土地の区域等は、洪水時の流

下の阻害や河川管理施設の損傷、また、一般公衆の自由使

用の妨げになるおそれがあることから、太陽光発電施設

の設置を避けるべきエリアです。 
 

①河川区域 
1 号地：河川の流水が継続して存する土地の区域 
2 号地：河川管理施設の敷地である土地の区域 
3 号地：1号地と一体的に管理する必要がある区域 

 
②河川保全区域 

河岸や河川管理施設を保全するために必要な最小限

度の区域 
 

③河川予定地 
河川工事により、新たに河川区域内の土地となるべき

土地 

 海岸法 ①海岸保全区域 
②一般公共海岸区域

海岸法に基づく①及び②の区域は、公衆の自由使用を

妨げ、海岸保全施設を損傷させるおそれがあるため、太陽

光発電施設の設置を避けるべきエリアです。 
 
①海岸保全区域 

海水又は地盤の変動による被害から海岸を防護する

ため海岸保全施設の設置や管理を行う区域 
 

②一般公共海岸区域 
自然公物として公衆の自由使用に供される公共海岸

のうち①を除いた区域 

 文化財保護法、

高知県文化財保

護条例

国宝 
重要文化財 
国指定・県指定史跡 
名勝 
天然記念物指定地 
伝統的建造物群保存地区 
重要文化的景観

国宝、重要文化財、史跡、名勝、天然記念物、伝統的建

造物群保存地区、重要的文化的景観などの文化財は、国民

共有のかけがえのない財産であり、将来にわたる保存や

保護措置がとられていることから、これらの文化財の区

域（場合によっては周辺地を含む）は、太陽光発電施設の

設置を避けるべきエリアです。

 農地法、農業振

興地域の整備に

関する法律 

農用地区域 
第１種農地 
甲種農地

農用地区域は、農業振興地域の整備に関する法律に基

づき、市町村が策定する農業振興地域整備計画により、農

業上の利用を確保すべき土地として設定されている区域

です。今後も優良な農地として利用を図るべきであるた

め、太陽光発電施設の設置を避けるべきエリアです。 
　また、農用地区域以外であっても、10 ヘクタール以上

の規模の一団の農地や農業公共投資の対象となった農地

は、農地法の第１種農地等に該当し、良好な営農条件を備

え、農地としての利用が優先される土地であることから、

太陽光発電施設の設置を避けるべきエリアとなります。

生　

活　

環　

境　

等
（
続
き
）
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  廃棄物の処理及

び清掃に関する

法律

指定区域 廃棄物が地下にある土地であって、土地の形質変更に

より生活環境保全上の支障が生ずるおそれがあるため、

太陽光発電施設の設置を避けるべきエリアです。

 景観法 景観計画区域のうち景観の

保全・形成が特に重要な区

域として市町村が指定する

区域

市町村景観計画に定める景観計画区域のうち、重点

的・計画的に景観の保全・形成を図る必要がある重点地区

等として定められ、より厳しい制限によるきめ細かな景

観形成が図られている区域であることから、太陽光発電

施設の設置を避けるべきエリアです。

 高知県四万十川

の保全及び流域

の振興に関する

基本条例

重点地域 　四万十川流域の川と一体的な生態系及び景観を形成

し、又は自然を維持している地域は、「重点地域」として

指定されています。 
　重点地域内では、災害の防止の機能、水害の防止の機

能、水源のかん養の機能、生態系及び景観の保全の機能

からみて、影響が大きい開発行為を条例により規制し、

その生態系及び景観の保全が図られていることから、太

陽光発電施設の設置を避けるべきエリアです。

 造林事業等の補

助事業による造

林、間伐等施行

地の転用、伐採

制限

補助事業により森林整備等

を実施した区域

森林整備等を補助事業により実施した区域では、事業

実施の翌年度から起算して一定期間（10 年または 5 年）、

林地の転用、立木の伐採が制限されていることから、太陽

光発電施設の設置を避けるべきエリアです。 
　なお、林地の転用、立木の伐採は基本的に認められてい

ませんが、やむを得ない理由により林地転用等を行う場

合は、国等の承認及び補助金の返還が必要となります。

 　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

自　

然　

環　

境

鳥獣の保護及び

管理並びに狩猟

の適正化に関す

る法律

鳥獣保護区特別保護地区 鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図るため、特に

重要な区域であることから、太陽光発電施設の設置を避

けるべきエリアです。

 自然公園法、高

知県立自然公園

条例

国立公園 
国定公園 
県立自然公園

国立公園、国定公園及び県立自然公園は、傑出した自然

の風景地として指定されており、その優れた風致又は景

観を維持する必要性が高いことから、太陽光発電施設の

設置を避けるべきエリアです。 
なお、各公園の特別地域内の特別保護区、第１種特別地

域等では、太陽光発電施設の設置が原則、認められていま

せん。

 自然環境保全

法、高知県自然

環境保全条例

自然環境保全法の自然環境

保全地域（特別地区） 
高知県自然環境保全条例の

高知県自然環境保全地域

（特別地区）

自然環境保全法に基づく自然環境保全地域のうち、生

態系構成上重要な地区及び生態系の保全を特に図ること

を必要とする地区又は特定の自然環境を維持する必要が

ある地区等で、必要不可欠なものが特別地区として指定

されています。 
同様に高知県自然環境保全条例に基づく高知県自然環

境保全地域においても特別地区が指定されています。 
これらの特別地区は、生態系構成上の必要不可欠なも

の等として、保護が図られていることから、太陽光発電施

設の設置を避けるべきエリアです。

 高知県希少野生

動植物保護条例

野生動植物保護区 
県指定希少野生動植物の生

息又は生育が確認されてい

る地域

希少野生動植物のうち特に保護を図る必要がある種が

「県指定希少野生動植物」として指定されています。ま

た、「県指定希少野生動植物」の保護のために重要な地域

が野生動植物保護区として指定されています。 
県指定希少野生動植物について、その捕獲等や野生動

植物保護区域での行為を条例で規制し、保護が図られて

いることから、太陽光発電施設の設置を避けるべきエリ

アです。

生　

活　

環　

境　

等
（
続
き
）



- 7 -

　＜参考＞ 

次表に掲げるエリアへの太陽光発電施設の設置は、原則、認められていませんので、十分に確認
してください。 

 

②市町村への事業内容の事前届出等 

　高知県内で、太陽光発電施設の設置を計画する事業者は、事業計画作成の初期段階で、設置を

予定している市町村の担当課に「別紙様式１　事業概要書」に必要事項を記入のうえ、届け出て

ください。 

　また、敷地内の排水を周辺市町村の河川等に流す必要がある場合など、事業の影響が想定され

る周辺市町村にも事業概要書を届け出るとともに、周辺市町村と相談の上、本ガイドラインに沿

った取組をお願いします。 

　・上記事業概要書提出前において、市町村担当課から事業内容の説明を求められた場合は、可

能な限り対応してください。 

・市町村の条例、規則その他要綱等により、必要となる手続きが異なる場合があります。市町

村担当課に手続き等の相談をしてください。 

・県の条例、規則その他要綱等により、必要となる手続きが異なる場合があります。県担当課

に手続き等の相談をしてください。 

　 

③地域への事業内容の事前説明・協議 

　太陽光発電施設の設置では、土地開発に伴う環境の変化や工事による周辺への影響、知らない

間に突然工事が始まったことに対する地域住民等からの苦情、懸念また不安の声があがっている

事例が発生しています。 

事業者は、法令等により地域との合意形成が求められていない場合であっても、事業者の責任

において、事業計画作成の初期段階から、地域の関係者に対して、事業内容を説明・協議し、工

事の着手までに地域の合意を得た上で、事業を進めるようにしてください。 

国における事業計画策定ガイドラインにおいても、太陽光発電施設が地域と共生して長期安定

 高知県うみがめ

保護条例

生育地等保護区 うみがめの産卵地及び生息地並びにこれらと一体的に

その保護を図る必要がある重要な区域が「生育地等保護

区」として指定されています。 
うみがめについて、その捕獲等や生育地等保護区域で

の行為を条例で規制し、保護が図られていることから、太

陽光発電施設の設置を避けるべきエリアです。

 関係法令等 エリアの名称等 区域の概要

 森林法 保安林 保安林は、水源の涵養、土砂の崩壊その他の災害の防備、生

活環境の保全・形成等の公益目的を達成する上で必要な森林機

能を確保するため指定されており、立木の伐採や土地の形質変

更が制限されています。

 土壌汚染対策法 要措置区域 　健康被害が生ずるおそれがあるため、汚染の除去等の措置が

必要な区域であり、土地の形質変更が原則、禁止されています。

 （再掲） 
自然公園法、高知県立

自然公園条例

 
国立公園、国定公園及び県立自

然公園の特別地域内の特別保護

地区、第１種特別地域等

 
国立公園、国定公園及び県立自然公園の特別地域内の特別保

護地区、第１種特別地域等は、国立公園等の優れた風致又は景

観を維持するため指定されており、太陽光発電施設の設置が原

則認められていません。

自
然
環
境
（
続
き
）
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的に電力を供給するため、説明会の開催などにより事業についての地域住民の理解を得ることや、

地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めることとされています。 

・工事設計や事業計画の作成にあたっては、「⑤適切な施工・維持管理・廃棄等」の各項目に留

意してください。 

・説明が必要となる地域の関係者の範囲や説明方法は、施設の規模や設置場所により異なって

きますので、市町村担当課に相談して適切に対応してください。なお、市町村担当課におい

て事前説明の相手方を紹介いただく際には、時間を要することもありますので、時間的な余

裕を十分確保した上で対応してください。 

※想定される地域の関係者：自治会、漁協など 

・説明・協議を行う中で、施工・維持管理・廃棄等に関し、地域からの要望が出された場合は、

誠実に対応してください。 

・また、事業内容には、可能な範囲で、地域貢献や地域振興に関する事項を盛り込むよう努め

てください。 

※地域貢献事例：大規模災害に伴う停電時の地域住民等への充電電源の提供など 

・国における事業計画策定ガイドラインでも、事業計画作成の初期段階から自治体や地域住民

の意見を聴き、適切なコミュニケーションを図るとともに、誠実に対応することが必要であ

るとの見解が示されています。 

　・FIT・FIP 制度認定に当たっては、再エネ特措法、施行規則及び国における「説明会及び事前

周知措置実施ガイドライン」において定める説明会等を実施することとされていますので、

内容確認の上、適切な対応をお願いいたします。 

＜参考＞説明会及び事前周知措置実施ガイドライン（資源エネルギー庁） 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/announ

ce/20240220_setsumeikai.pdf 

 

④施設の施工・維持管理・廃棄等に関する地域との合意形成 

事業者は、工事の着手までに、施工・維持管理・廃棄等の事業内容に関し、地域の合意を得て

ください。 

国への事業計画認定申請にあたって、施工・維持管理・廃棄等について定めた事業計画の提出

が必要となりますので、地域の意見を踏まえて、地域と調和した安定的かつ効率的な発電が可能

となる事業内容としてください。 

・合意内容について、市町村や地域から協定書等の締結を求められた場合には、誠実に対応し

てください。 

・地域の合意を得た後に事業を別の事業者に引き継ぐ場合は、地域との合意内容についても、

責任をもって履行するよう引き継いでください。（内容を変更する（特に事業者が変更となる）

場合には、再度、地域の関係者に事業内容を説明し、合意を得るようにしてください。） 
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⑤適切な施工・維持管理・廃棄等 

１　防災面・環境面・安全面での対策　 

　　太陽光発電施設の設置にあたり、森林伐採や造成工事を伴う場合には、周辺環境への影響が

想定されます。 

　　特に、降雨の際に施設内から発生した濁水が、生活用水として利用されている河川、農業用

水や漁場へ流入することに対しての苦情や懸念が発生しています。また、地域によっては、豪

雨の際の排水対策や土砂崩れ等を懸念し、太陽光発電施設の設置に不安を感じる場合もありま

すので、事業者は、以下の項目を遵守し、十分な対応を行うようにしてください。 

　○濁水対策 

　　・河川や水路は、農業用水の供給や漁場として本県の農業や水産業にとって重要な役割を果

たしているだけでなく、地域によっては、水路等から直接、水を取水し、飲料水や生活用

水として利用しています。このため、河川や水路において、工事に伴う濁水が発生しない

よう、次のような工事中の濁水対策を適切に行ってください。 

ア　工事を降雨の少ない冬季に行う 

イ　調整池等の貯留施設の設置を優先して行う 

ウ　沈砂池を設置する 

エ　ブルーシートなどにより表土の露出した箇所を保護する 

　　・工事後においても濁水が発生しないよう、植生マットの使用や種子散布により下草を生や

す、表土の流出を抑える防護シートの設置などの対策を予め施設の施工計画に盛り込み、

濁水対策を適切に行ってください。 

○排水や土砂崩れ等対策 

　・施設の設置工事中のみならず、設置後の維持管理においても、土砂や汚泥の流出、周辺河

川等への排水対策等について地元と確認を行うようにしてください。 

・切土や盛土等を行う場合や斜面等にパネルを設置する場合には、土砂崩れ等も心配されま

すので、事前に内容を地域に説明し、擁壁などによる十分な対策を講じてください。 

・調整池や沈砂池などを設置する場合にあっては、これらの調整池などに貯まる土砂等の定

期的な除去・処分などについて事業計画に定め、適切に行うようにしてください。 

○騒音対策 

　　・工事期間中に発生する騒音については、事前に内容を地域に説明し、必要に応じて対策を

講じてください。 

・発電開始後のパワーコンディショナー等から生じる騒音などについても、事前に内容を地

域に説明し、必要に応じて対策（家屋に隣接した場所への設置を避ける、防音壁を設置す

るなど）を講じてください。 

　○除草剤の使用 

　　・除草剤などの薬剤は可能な限り使用しないようにしてください。 

　　・除草剤などの薬剤を使用する際には、風の弱い日に使用するなど、必要に応じて、周辺へ

飛散しないよう対策を講じるとともに、地域への事前周知などを行ってください。 

　　・特に学校や病院などの公共施設、住宅、または農地に近接している場合は、それぞれの関

係者と十分に協議してください。 



- 10 -

　○パネルの反射光の対策 

　　・周辺に住宅、学校、病院、高速道路、国道や県道、空港等の施設があり、反射光による影響

が予想される場合は、事前に内容を関係者（住民や該当施設の管理者等）に説明し、必要

に応じて、パネルを低反射タイプにする、傾きを調整するなどの対策を講じてください。 

　○景観への配慮 

　　・太陽光発電設備の設置により、良好な景観が損なわれることがないよう、事前に内容を地

域に説明し、必要に応じて、植栽やフェンスなどで太陽光発電施設が目立たないようにす

るなどの対策を講じてください。 

　○柵塀等の設置 

　　・第三者が容易に発電設備に触れることができないよう、発電設備と柵塀等との距離を空け

るようにした上で、構内に容易に立ち入ることができないような高さの柵塀等を設置して

ください。 

　　・柵塀等の使用材料については、ロープ等の簡易的なものではなく、金網フェンス等の第三

者が容易に取り除くことができないものにしてください。 

　○その他 

　　・上記以外の項目についても、地域から要望があった場合などには、協議の上、必要に応じ

て対策を行うなど、円滑に事業を進めてください。 

 

２　緊急連絡先の明示　 

災害時などにおいて地元市町村、周辺住民等が連絡をとれるよう、再エネ特措法施行規則及

び国における事業計画策定ガイドラインに基づき、発電事業者名（法人の場合は名称及び代表

者氏名）、住所、連絡先（電話番号）等を表示した標識を外部から見えやすい場所に必ず設置し

てください。 

　　・施設に起因すると思われる異常が発生した（または懸念される）場合には、迅速かつ誠実

な対応に努めるとともに、速やかに市町村や地域に連絡してください。 

 

３　保守点検・維持管理　 

改正後の再エネ特措法施行規則により国へ提出する適切な保守点検及び維持管理の実施計画

に基づき、発電開始までに適切な保守点検、維持管理の実施体制を構築し、適切に事業を実施

するようにしてください。 

　　・点検にあたっては、施設だけでなく、周辺の状況についても確認してください。 

・台風などが通過した後には、速やかに現地を確認し、設備の飛散や感電のおそれなど、施

設及びその周辺に問題がないか確認し、対処するようにしてください。（台風などが事前に

予想される場合は、事前の点検を行うようにしてください。） 

 

４　事故発生時の対応等　 

次に掲げるような事故が発生した場合には、中国四国産業保安監督部四国支部への事故報告

が必要となります。こうした事故等が発生しないように適切な保守点検・維持管理を行ってく

ださい。 
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　　　ア　太陽光発電施設の破損事故（自然災害に起因する事故を含む） 

　　　イ　太陽光パネル又は架台の太陽光発電施設外への飛散 

ウ　太陽光発電施設等の破損に伴う土砂崩れ等による道路等の閉塞、交通の著しい阻害等 

エ　太陽光発電施設における事故が起因となって、多数の家屋等の施設又は工作物に著し

い被害を与えた事故 

オ　著しく長期的かつ広域的な自然災害等により、広範囲の地域に著しい影響を及ぼした

事故 

カ　太陽光発電施設の維持又は運用に係る一つ又は複数の要因が起因となって、道路や橋

などの施設又は工作物を破損又は不通とするなど社会的な混乱や不安等を生じさせた事

故  

・こうした事故が発生し、地域への被害が発生するおそれがある場合には、速やかに市町村

や地域へ連絡してください。また、被害の防止又は拡大防止のための対応を行うようにし

てください。 

　　・資源エネルギー庁では、平成 28 年 10 月から、太陽光発電をはじめとする再生可能エネル

ギー事業の不適切案件に関する相談窓口を設置しており、誰もがホームページ等から情報

提供ができるようになっています。先に掲げているような事故が発生した場合には、すみ

やかに中国四国産業保安監督部四国支部に連絡し、指示を受けるようにしてください。 

　　　＜参考＞ 

Ø中国四国産業保安監督部四国支部　電話番号 087-811-8585 

Ø再生可能エネルギー事業の不適切案件に関する情報提供フォーム URL（資源エネルギー庁ホ

ームページ内） 

　https://saiene.go.jp/register/ 

　 

５　将来の撤去・廃棄　 

　　発電事業が終了した後は、速やかに施設を撤去するなど、適切な処理が必要となります。 

　　太陽光発電施設に関しては、固定価格買取制度により急速に拡大してきたことから、固定価

格買取制度の買取期間（20 年間）終了後に大量の廃棄物の発生や不法投棄が行われるような事

態が懸念されています。 

再エネ特措法施行規則において、事業終了時の適正な撤去及び処分やその実行に要する費用

を想定した事業計画を国へ提出することや、発電施設を処分する際に関係法令を遵守し適切に

行うことが定められています。撤去・廃棄については、事業計画の作成段階から検討し、環境

省がとりまとめた「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン」等に基づき

具体的な方法等を事業内容に盛り込んでください。 

実際の撤去・廃棄にあたっては、関係法令や「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向け

たガイドライン」等に基づき、事業者の責任において適切に処理してください。 

また、FIT・FIP 制度認定事業者への廃棄費用積立制度の適用開始にも事業者として適切に対

応をしてください。 

＜参考＞廃棄費用積立ガイドライン（資源エネルギー庁） 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/l

egal/haiki_hiyou.pdf 
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１　市町村の役割　 

　（１）事業者からの事前相談への対応 

（２）事業者からの事業概要書の受取（内容確認）、保管、県への情報提供 

（３）事業者が施設設置にあたり、手続きが必要となる当該市町村の条例や要綱などの案内（必

要であれば所管課を案内） 

　（４）事業者が地域に行う事業内容の説明方法などの相談への対応（相手先の案内） 

　（５）事業者の緊急連絡先の把握 

　（６）事業者の施設における異常（トラブル）発生時の状況把握 

 

２　県の役割　 

　（１）事業者及び市町村等に対する本ガイドラインの周知 

（２）事業者が施設設置にあたり、手続きが必要となる県の条例や要綱などの案内（必要であ

れば所管課を案内） 

　（３）市町村や事業者からの求めに応じた助言等 

 

 

 

 

・令和８年３月 31日の本ガイドラインの改定前に既に市町村への事前届出等の手続きや工事

に着手している事業者及び発電を開始している事業者も、可能な限り、改定後の本ガイドラ

インの趣旨に沿った対応をお願いします。 

・本ガイドラインで求める取組について、対応が不誠実であると判断した場合には、経済産業

省に報告することがあります。 

第４　市町村及び県の役割

第５　その他
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別紙様式１ （初めて市町村に届け出を実施する場合） 

 

事業概要書 

令和　　年　　月　　日   

（市町村担当課）あて 

 

＜届出者：発電事業者※１＞　　　　　　　　　　　　　　　 

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　 

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

担当者名・電話番号　　           TEL:  　　　　　　　　　 
【太陽光発電事業の概要】 

※１　再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に定める事業計画認定を申請する予定及び申請

した、又は認定を受けた発電事業者を指します。 
※２　連絡先の欄は、発電事業者とは別の事業者が、連絡の窓口となる場合は、必ず記載してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 29年○月○日現在　　　 

 

 

 施設設置予定場所（所在・地番）

 事業予定地の面積（㎡）

 事業予定地の地目 
（複数ある場合は各々の地目と 

面積（㎡）を記入）

 発電出力（ｋＷ）

 設置工事着手予定年月日 令和　　　年　　　月　　　日

 
運転開始予定年月日 令和　　　年　　　月　　　日

 

連絡先※２

事業者名

 代表者名

 住　　所

 担当者名・連絡先 TEL:（　　　）　　－

【 説 明 】 
○　この概要書は、高知県内において「FIT・FIP 制度における認定を受け、全量売電を主たる目的とする出

力 50kW 以上の事業用太陽光発電施設（建築物へ設置するものを除く）」の設置を計画されている場合にご

記入のうえ、施設所在地の市町村担当課及び排水先の河川が所在するなどの周辺市町村へ提出してくださ

い。 
○　提出にあたっては、設置予定場所の位置が分かる図面を添付してください。 
○　この事業概要書は、法令や条例に基づく手続きではなく、関係市町村に事業の情報提供を行っていただ

くためのものです。 
○　ご提供いただいた情報については、市町村及び県の関係課、地域の関係者等で情報共有させていただき

ますことをご了承ください。（公開情報となります） 
○　事業概要書の提出後に、「施設設置予定場所」、「発電事業者」などの記載内容が変更となった場合には、

別紙様式２事業概要書を再度提出をお願いいたします。 
また、事業概要書の提出後に、事業を取り止めることになった場合には、提出先の市町村へその旨連絡

をしてください。



- 14 -

別紙様式２ （既に市町村に届け出を実施している事業内容を変更する場合） 

 

事業概要書 

令和　　年　　月　　日   

（市町村担当課）あて 

 

＜届出者：発電事業者※１＞　　　　　　　　　　　　　　　 

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　 

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

担当者名・電話番号　　           TEL:  　　　　　　　　　 
【太陽光発電事業の概要】 

※１　再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に定める事業計画認定を申請する予定及び申請

した、又は認定を受けた発電事業者を指します。 
※２　設備の増設や更新など再工事を実施する場合には変更後欄に該当する予定年月日を記載してください。 
※３　連絡先の欄は、発電事業者とは別の事業者が、連絡の窓口となる場合は、必ず記載してください。 

 項目名 変更前（前回提出） 変更後（今回提出）

 
発電事業者※１ 

（住所、事業者名、担当者

名、電話番号）

住所： 
事業者名： 
担当者名： 
TEL:（　　　）　　－

住所： 
事業者名： 
担当者名： 
TEL:（　　　）　　－

 施設設置予定場所 
（所在・地番）

 事業予定地の面積（㎡）

 事業予定地の地目 

（複数ある場合は各々の地目

と面積（㎡）を記入）

 発電出力（ｋＷ）

 設置工事着手予定年月日※２ 令和　　　年　　　月　　　日 令和　　　年　　　月　　　日

 運転開始予定年月日※２ 令和　　　年　　　月　　　日 令和　　　年　　　月　　　日

 

連絡先※３

事業者名

 代表者名

 住　　所

 担当者名 
・連絡先

担当者名： 
TEL:（　　　）　　－

担当者名： 
TEL:（　　　）　　－

【 説 明 】 
○　この概要書の内、主な説明は、別紙様式１と同一ですので、詳細は別紙様式１をご確認ください。 
（１．ガイドラインの対象となる事業を実施する場合に、施設所在地の市町村担当課及び排水先の河川が存在す

る周辺市町村への届け出が必要であること。２．設置予定の図面の添付が必要であること。 
３．市町村への情報提供のための様式であり、法令や条例に基づく手続きではないが、公開情報として扱われ

ること。などについて）


